特別講義医事法　2010/07/13　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者　山中啓一郎

判例２７　ハンセン病国家賠償訴訟　熊本地裁平成13年5月11日判決

【事案】

ハンセン病元患者ら127人が国に対し、らい予防法およびハンセン病政策によって療養所に隔離されたことおよびそれらによって作出・助長された差別・偏見にさらされたことによる損害について、国家賠償法に基づき賠償を請求。
【ハンセン病に対する法的・社会的差別】

ハンセン病について

明治40年「癩予防に関する件」→らい患者のうち療養の途・救護者を持たないものの隔離
昭和6年「癩予防法」→隔離対象が全患者に
昭和28年「らい予防法」（新法）→旧法と基本原理は変わらず
平成8年「らい予防法」の廃止

【争点】

争点Ⅰ：厚生大臣の政策遂行上の違法性および故意・過失の有無

争点Ⅱ：国会議員の立法行為・立法不作為の国家賠償法上の違法性および故意・過失の有無
争点Ⅲ：損害論（省略）　争点Ⅳ：除斥期間について（省略）
【判旨】

争点Ⅰ：重大な人権の制約である隔離の必要性の判断は、その時々の最新の医学的見地に基づき、十分に慎重になされるべきとし、以下の事情から判断。

(ア)新法制定当時の事情＝「ⅰ政府・専門家の認識、ⅱ明治～昭和の患者数の減少、ⅲハンセン病は自然治癒するものであったこと、ⅳプロミンという薬剤が著効を有すること、ⅴ国際会議での隔離政策の有効性・正当性への疑問視」→全患者の隔離の必要性は見出しえない。
(イ)制定後の事情＝「ⅵ薬剤の国際的な評価の確実化、ⅶ国際会議における隔離廃止の主張、ⅷ薬剤に対するわが国の評価の確実化、ⅸ戦後の社会経済状態の回復による新患者数の顕著な減少」→遅くとも昭和３５年以降における患者隔離の必要性は失われたものといわざるを得ない。
(ア)(イ)⇒必要な措置を取らず、ハンセン病に対する社会認識を放置した厚生大臣の公権力の行使たる職務行為に、国家賠償法上の違法性・過失を認めた。
争点Ⅱ：最高裁昭和60年判決「国会議員の立法行為は、立法の内容が憲法の一義的な文言に違反しているにもかかわらず国会があえて当該立法を行うというごとき、容易に想定しがたいような例外的な場合でない限り、国家賠償法上違法の評価を受けない」＝在宅投票制度の立法不作為に関する判例、議会制民主主義や多数決原理を論拠
本件＝少数者の犠牲の下に多数者の利益を保護しようとするもの
このように両事件は事案を全く異にし、また、60年判決においても立法内容が憲法の一義的な文言に違反することは国家賠償法上の違法性に該当する絶対条件とはされていないとして60年判決の制約を乗り越えた。
そして、隔離規定の立法とそれを改廃しなかった立法不作為の国家賠償法上の違法性について以下の事情から判断。
(Ａ)ⅰ～ⅴの新法制定当時の事情→隔離規定は制定当時から公共の福祉による合理的な制限を越えていた。

(Ｂ)ⅵ～ⅸの制定後の事情→遅くとも昭和35年以降は新法は合理性を支える根拠を全く欠き、違憲性は明白。

(Ｃ)もともと新法制定当時から隔離規定の見直しが予定されていたこと、患者らが国会議員・厚生省に対して改正要請・陳情活動を行っていたこと、およびその頃の国会議員の発言→新法に合理性はない。

(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)⇒隔離規定の存続による人権被害の重大性とこれに対する司法的救済の必要性にかんがみれば、他にはおよそ想定しがたいような極めて特殊で例外的な場合として、遅くとも昭和40年以降に新法の隔離規定を改廃しなかった国会議員の立法上の不作為につき、国家賠償法上の違法性を認めた。
また、これらの事実関係について国会議員は容易に知りえたのだから、国会議員の過失も認められるとした。
【判決の後】

控訴断念→国会決議→補償立法→基本合意書→和解成立

【分かったこと・分からなかったこと】
